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　平成25年度の港湾海岸事業予算
については、以下の基本方針のもと
前年度並みを確保しました。

・ 大規模災害の発生が懸念される
一方、インフラの老朽化が進行し、
国民の命と暮らしを守るインフラ
整備が大きな課題として浮上して
きており、それを土台として、あ
わせて、成長力の強化を図ること
が急務となっています。

・ 平成25年度予算については、「復興
･防災対策」、「成長による富の創

出」及び「暮らしの安心･地域活性
化」の3分野に重点化し、これらの
施策を一体的に実施することによ
り課題の同時解決を目指します。

・ 具体的には、平成24年度補正予算
と一体となって、国民の命と暮ら
しを守るため、インフラの安全性
の徹底調査･総点検を行うととも
に、ハード･ソフト両面から計画
的、総合的に老朽化対策、事前
防災･減災対策を実施します。

平成25年度海岸事業予算案
・ 港湾局所管分については、95億円

（H24:94億円に対し伸率1.006）
・ 上記に全国防災分を含めると、

105億円（H24:137億円に対し伸率
0.7667）

・ さらに被災地復興分を含めると、
111億円（H24:140億円に対し伸率
0.7897）

・ 平成24年度補正予算では42億円を
確保

・ 平成24年度補正予算と平成25年
度予算を合わせたいわゆる15 ヶ
月予算としては137億円（H24:94億
円に対して伸率1.457）

平成25年度予算の
基本方針

予算規模
直轄海岸（港湾局所管）
実施箇所図

平成25年度海岸事業予算案の
概要について

特 集1 平成25年度海岸事業予算案の概要について

国土交通省　港湾局　海岸・防災課



Wave & Beach　3

2. 海岸における地震・津波対策の
推進

　地震及びそれに伴う津波から背後
の人口・資産を防護するため、海岸
保全施設の耐震対策及び津波対策を
実施します。

1. 大規模災害に備えた海岸保全
施設の整備

　背後に地域中枢機能を有する海

岸や、台風等により侵食が著しい海
岸等において、高潮・侵食対策とし
て、護岸や離岸堤等の整備を推進
します。

主要施策

広島港海岸 （広島県広島市）

撫
む

養
や

港海岸（徳島県鳴門市）

特 集 平成25年度海岸事業予算案の概要について
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の耐震対策及び水門等の自動化･遠
隔操作化に限定し、かつ集中復興
期間中に完了するものに限定されま
した。　

は、「今後の復興関連予算に関する
基本的な考え方（H24.11.27　復興推
進会議決定）」を受け、教訓性を厳
格に絞り込み、大規模地震の対策
地域において、既存海岸堤防の粘り
強い構造の確保、液状化対策など

　東日本大震災を教訓として、全国
的に緊急に実施する必要性が高く、
即効性のある防災、減災等のための
施策（いわゆる全国防災）について

全国防災

粘り強い構造の確保（イメージ）

大規模地震・津波に対する切迫性

【通常時】

堤
体



Wave & Beach　5

　また、地域自主戦略交付金が廃
止されることに伴い、インフラ総点
検･再構築に資するものについては、
防災･安全交付金の対象となり、海
岸事業としては、都道府県や政令
指定都市を事業実施主体とする「海
岸耐震対策緊急事業」、「津波・高潮
危機管理対策緊急事業」、「海岸堤防
等老朽化対策緊急事業」などが実施
できることとなります。

調査･総点検を行うとともに、老朽
化対策、事前防災･減災対策等を一
体的、総合的に実施する必要がある
こと。そして、地方自治体管理施設
においても、地域の実情を踏まえつ
つ着実にインフラの総点検･再構築
を実施していく必要があることか
ら、ハード･ソフト両面から重点的
に支援する交付金を創設することに
なりました。

　平成24年度補正予算から新たに
「防災･安全交付金」が創設されま
した。本交付金は高度成長期に集
中投資を行ったインフラの老朽化が
進行し、また、南海トラフの巨大地
震、首都直下地震、風水害･土砂災
害などの大規模災害が懸念される
中、全てのインフラの安全性の徹底

防災・安全交付金の創設

特 集 平成25年度海岸事業予算案の概要について
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　平成24年の港湾・海岸に関する被
害は、風浪による被災原因が多い年
となりました。個別の災害をみてみ
ると、4月に発生した低気圧により、
北陸及び東北地方の日本海側を中
心に高波浪が発生し防波堤、護岸
等に被害が相次ぎました。また、9
月に連続して発生した台風16号及
び17号により沖縄県から和歌山県に
かけての広い地域で、主に外郭施
設等に被害が発生しました。（図1）

　過去からの港湾関係災害復旧事
業費の推移（図2）をみると、平成24
年の被害報告額は約51億円であり、
ここ10数年の中でも比較的少額にと
どまっています。なお、災害復旧事
業費とは、公共土木施設災害復旧
事業費国庫負担法による施設復旧
に要する事業費であり、港湾関係で
は外郭施設、係留施設、　水域施設、
臨港交通施設や海岸保全施設が対
象となっています。
　災害別の被害額については、図3
に示すとおり、風浪及び台風による

被害が9割以上を占めており、これ
らがもたらす高波が被害の主因とな
っています。

○災害復旧事業予算①
　（東日本大震災以外）
　近年の災害による被害の発生状
況を踏まえ、平成25年度の災害復旧
事業予算（案）については、突発的災
害の発生時においても被災した港湾
施設や海岸保全施設を復旧し、従

平成24年災害の概要

国土交通省　港湾局　海岸・防災課　災害対策室

平成25年度予算（案）

図１　平成 24 年における風浪及び台風の災害の発生地域

平成25年度港湾関係災害復旧事業予算
（案）について

特 集1 平成25年度海岸事業予算案の概要について
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図２　災害復旧事業費の推移（平成 24 年12月末時点）

図 3　災害別被害報告額
　　　　　　（平成 24 年12月末時点）

表1　災害復旧予算①（国費）の推移（東日本大震災以外）

図 4　災害復旧事業費（国費）の推移（当初予算）

特 集 平成25年度港湾関係災害復旧事業予算（案）について
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旧し、迅速な機能の回復を図ること
が必要です。また、再度の災害を防
止するとともに、耐震強化岸壁の整
備等、大規模地震対策の整備、港湾・
沿岸域における津波対策など、地域
の防災力の強化を図っていくことが
重要です。

　近年、日本では自然災害が多発し
ており、大規模地震発生等の切迫
性が高まっています。こうした状況
を踏まえて、大規模災害発生により
港湾施設や海岸保全施設が被災し
た場合には、被災施設を早期に復

来にも増して早期に機能の回復を図
ることが出来るよう、表1及び図4の
とおり平成24年度と同額の12.52億
円（国費）を要求しています。また、
図5に示したとおり平成24年度補正
予算における災害復旧事業予算は、
約31億円（国費）を計上しています。

○災害復旧事業予算②
　（東日本大震災）
　東日本大震災における港湾災害
の復旧目標として、直轄災（釜石港、
大船渡港、相馬港の3防波堤除く）に
ついては、概ね2年以内、補助災（海
岸施設を除く）については、概ね3年
以内で復旧を完了させることが基本
目標としています。また、3防波堤（直
轄災）及び海岸施設（補助災）につい
ては、概ね5年以内（〜27年度）での
復旧を目標としています。
　これらの復旧目標を踏まえて、表
2のとおり平成25年度の要求額（国
費）は、直轄災137億円、補助災380
億円を要求しています。

今後の対策について

表 2　災害復旧予算②（国費）の推移（東日本大震災）

図 5　災害復旧事業費（国費）の推移（当初＋補正予算）

特 集 平成25年度港湾関係災害復旧事業予算（案）について
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　海岸管理者が水門・陸閘等の操作
に従事する者の安全の確保を最優
先とした上で、水門・陸閘等の操作
を確実に実施できるよう、海岸四省
庁は現行の「津波・高潮対策におけ
る水門・陸閘等管理システムガイド
ライン」（平成18年3月）を今年度中に
改訂することとしており、本稿では
その概要を紹介します。 

　東日本大震災において、消防団
員254名が犠牲・行方不明となってお
り、このうち、59名が水門・陸閘等
の閉鎖に関連して犠牲となったこと
が確認されています。水門・陸閘等

の操作従事者の安全確保について
は国会において質問主意書が提出さ
れるなど、社会的関心が高くなって
います。
　このような状況を踏まえ、農林水
産省及び国土交通省において、平
成24年3月30日付けで「水門・陸閘等
の適正な管理の実施について」を海
岸管理部局に通知しました。本通知
の内容は、東日本大震災の教訓を踏
まえたものであり、水門・陸閘等の
適正な管理の実施について、水門・
陸閘等の操作に従事する者の安全
確保を最優先とした上で、操作を確
実に実施できる管理体制の構築、自
動化・遠隔操作化の促進、操作の簡
素化等の方針を示すものであります。
　今般、海岸管理者が本通知に基
づく具体的な対策を導き出すことを

支援するため、水門・陸閘等の効率
的な管理運用検討委員会を開催し、
ガイドライン改訂等を検討します。

　検討体制を右図に示します。
　主な検討項目は①水門・陸閘等の
管理体制の構築、 ②水門・陸閘等の
自動化・遠隔操作化の促進（電源の
喪失対策を含む。）、 ③水門・陸閘等
の操作の簡素化、 ④水門・陸閘等の
常時閉鎖等の措置、 ⑤その他、現行
のガイドラインで改訂すべき事項が
挙げられます。
　検討スケジュールは今年度中に
計3回の検討委員会を開催し、今年

１. はじめに

3. 水門・陸閘等の効率的
な管理運用検討委員会
の概要

国土交通省　港湾局　海岸・防災課　沿岸域管理係長
　山　脇　秀　仁
Shuuji YAMAWAKI

2. 背景

水門・陸閘等の管理体制の
見直しについて

特 集2 防災関係の取り組みについて
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○管理体制の構築について 
 • 海岸管理者へのアンケートの結

果、現場操作員の安全確保に関
する課題として、「避難指示の内
容、時期」、「連絡手段等」を回答す
る割合が大きい。 

○自動化・遠隔操作化の促進について 
 • 水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化

を促進する必要がある。
○常時閉鎖・操作の簡素化等について 
 • 津波到達までに全ての陸閘等を閉

鎖できない可能性があるため、利

5. おわりに
4. 主な論点

特 集 水門・陸閘等の管理体制の見直しについて

3月にガイドラインを改訂予定とな
っています。

　本検討会における主な論点と現
状・課題の例を以下に示します。
○海岸管理部局へのアンケートを踏

まえた対応・海岸管理部局へのア
ンケートの結果、現行のガイドラ
インが十分活用されているとはい
えない。

用状況に応じた常時閉鎖の実施
や、開閉作業の簡素化などの検討
が必要ある。

　消防団員等操作に従事する側の
情報・知見を共有しつつ、操作従事
者の安全の確保を最優先としたシ
ステム構築を支援するため、ガイド
ライン改定に向けた取り組みを進め
てまいります。
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水門・陸閘等の管理体制の
見直しについて

　平成23年3月11日に発生した東北
地方太平洋沖地震に伴う津波は、
すさまじい破壊力をもって沿岸に押
し寄せ、多くの尊い命を奪う未曾有
の災害となりました。
　港湾で働く方々についても、津波
到達までに避難できず被災した事
例が確認されています。

　港湾は産業、物流機能、海上交
通の拠点であり、労働者や旅行客な
ど様々な人が活動しています。しか
しながら、これら活動の場の多くが
堤外地（高潮・津波から陸域を防護
する防潮堤等による防護ラインより
海側）に立地しており、最大クラス

の津波（いわゆるレベル2津波）のみ
ならず、発生頻度の高い津波（いわ
ゆるレベル1津波）でも浸水の恐れが
高く、また、沿岸部に立地しており、
津波到達時間が内陸部よりも短いた
め、安全かつ迅速な避難が求めら
れます。一方で、堤外地を含め港
湾周辺は市街地と比較して防災無
線の音が届きにくいことや、避難可
能な高い建築物が少ないなどの課

１. はじめに

国土交通省　港湾局　海岸・防災課　減災係長
　黒　瀬　康　夫

Yasuo KUROSE

2. 港湾の避難対策の
必要性

図１　清水港における避難困難地域（出典：交通政策審議会港湾分科会第３回防災部会資料）

港湾の避難に関する検討について
特 集2 防災関係の取り組みについて
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本年2月28日に第1回委員会を開催
しました。また、港湾における津
波避難施設の設計指針を策定する
ことを目的に、委員会の下に「港湾
の津波避難施設の設計検討WG」を
設け、検討を行います。今後、今
年の夏頃を目途にガイドラインを策
定する予定です。

　内閣府によって、昨年8月に南海
トラフの巨大地震に関する推計結
果が公表されるとともに、首都直
下地震による被害等の推計作業が
進められており、また、これらも踏
まえ、各自治体において地震・津波
対策の検討が進められているとこ
ろであり、これに併せ、港湾労働
者等の避難の確保についても検討
を進める必要があります。
　今後、各港湾における具体的な
避難対策の策定に資するよう、引
き続き検討を進めてまいります。

題があり、港湾における避難対策の
検討が必要です。
　例えば、静岡県による調査では、
清水港の袖師・興津・新興津地区に
おいては、津波到達時間内に避難
所への避難が不可能だと言われて
いる埠頭内労働者は300人を超えて
います。
 

　　
　港湾の避難対策に関する検討に
当たっては、港湾労働者や港湾の
利用者・来訪者の避難や待避のた
め、国、地方公共団体、港湾立地
企業等が相互に連携を図り、避難
施設の確保、訓練の実施など、港
湾における避難体制の検討を進め
る必要があります。
　また、避難に係る情報システムを
強化・多重化するため、GPS波浪計
による波浪観測について、気象庁を
はじめとする関係機関との連携、通
信システムの多重化、情報提供ル
ートの多様化等を進めることや、港

内に海抜表示の案内版やスピーカ
ーを設置する等、港湾利用者に避
難等の重要性を分かりやすく伝達す
る案内・表示の充実を図ることが必
要です。
　さらに、港湾における津波避難対
策の検討に当たっては、東日本大震
災において、釜石港の湾口防波堤
により津波の到達時間を6分遅らせ
避難時間の確保に繋がったことなど
を踏まえ、ソフト対策のみならず、
防波堤の効果が粘り強く発揮するた
めの補強を実施するなどのハード対
策も含めて検討する必要があります。
　このため、ハード・ソフト両面の
避難対策を検討し、港湾管理者や
港湾所在市町村が津波避難指針・計
画を作成する際の参考となるよう、
堤外地で働く方や来訪される方の
津波避難に関し、検討方法や個々
の対策のあり方等を検討し、「港湾の
避難対策に関するガイドライン（仮
称）」を策定するため、有識者、港湾
管理者、民間企業、関係行政機関
等からなる「港湾の避難に関するガ
イドライン検討委員会」を設置し、

3. 港湾の避難に関する
検討について

4. おわりに

図２　津波避難施設の例（出典：静岡県HP、静岡県和歌山県田辺市HP）

特 集 港湾の避難に関する検討について
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国土交通省　中部地方整備局　港湾空港部　名古屋港湾空港技術調査事務所

　本稿では、平成24年6月にとりま
とめられた「港湾における地震・津波
対策のあり方（答申）」（交通政策審議
会港湾分科会防災部会）、等を踏ま
え、中部地方整備局管内の既設防
波堤を対象として、発生が危惧され
ている大規模地震及びそれに伴う
津波に対して「粘り強さ」を付与する
ために実施した改良断面の検討結
果について概要を報告します。なお
検討にあたっては、学識者等で構
成する「防波堤耐津波性能評価委員
会」にて設計手法・方針等の審議を
いただきながら進めました。

　今回、防波堤の“粘り強い構造”を
考慮した改良設計を行ったのは以下
に示す2施設であります。

（１）名古屋港外港地区防波堤（高潮
防波堤）

　名古屋港外港地区防波堤（以下、
「名古屋港高潮防波堤」と記述）は、
昭和34年9月に伊勢湾沿岸に未曾有
の被害をもたらした伊勢湾台風を契
機に「高潮防災」を目的として名古屋
港 の 港 口 に 整 備 さ れ た 総 延 長

8,294m（当時）の防波堤であり、こ
れを鍋田堤、中央堤、知多堤の3つ
の防波堤に分割し、昭和37年から昭
和39年までの2年8ヶ月で建設したも
のであります。
　また防波堤天端高は、台風期平
均満潮位（2.3m）に伊勢湾台風での
高潮偏差（2.4m）、60%波高（1.8m）を足
しあわせたN.P+6.5m（T.P+5.09m）
で計画されており、背後の防潮堤の
天端高は高潮防波堤による偏差ピー
クカット効果、波高低減効果を見込
んで決定されています。

１. 対象施設の概要

図1　代表断面（知多堤床堀区間）

図 2　代表断面（御前崎港防波堤（西）C工区）

写真1　名古屋港高潮防波堤位置図

写真 2　御前崎港防波堤（西）位置図

高潮防波堤

防波堤（西）

防波堤（東）

防波堤の粘り強い構造の設計
特 集2 防災関係の取り組みについて
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に性能規定値を設定しました。（表3）

4-2 現況断面に対する検討
（１）津波に対する安定照査（現況断面）
　L1、L2津波に対し現況断面が安
定性を有しているかを確認した結
果、名古屋港高潮防波堤については
すべての断面でL1及びL2津波双方
に対して安定性を有することが確認
されたものの、御前崎港防波堤（西）
については、全ての断面でL2津波に
対して安定性を有しないことが確認
されました。（表4）　

（２）地震応答解析による天端高の確
認（現況断面）

　 次 に 地 震 応 答 解 析（FLIP：
Version7.1.9-6-2 2）により堤体の沈下
量を確認したところ、名古屋港高潮
防波堤については、L1津波地震によ

（２）御前崎港女岩地区防波堤（西）
　御前崎港女岩地区防波堤（西）（以
下、「御前崎港防波堤（西）と記述）は、
静岡県中西部地区における物流・産
業開発の拠点として、また大規模地
震時の静岡県西部地区の緊急物資
輸送拠点として直轄整備が進めら
れている御前崎港の港湾物流にお
ける港内静穏度確保を目的として、
昭和63年度より整備が進められて
いる計画総延長2,270mの防波堤で
あります。

　大規模地震等の災害発災時並び
に発災直後に港湾に求められる役
割に鑑みて、「到達頻度の高い津波」
に対しては防波堤の機能が損なわ
れないような構造を目指し、「到達頻

度の高い津波を超える津波」に対し
ては施設の重要度・費用対効果を勘
案し、防波堤に付加的な対策を施し
「粘り強い構造｣を目指すことを基
本方針としました。

　今回の検討にあたり、対象とした
地震動・津波は以下のとおりでありま
す。また 津 波 シミュレーション
（STOC）結果について併せて示しま
す。（表1、表2）

　　　　　　　　　　　　　
4-1 要求性能・性能規定の設定　
　今回の対象施設は、その整備目的、
想定される津波規模等に違いがある
ことから、それぞれで要求性能並び

２. 検討基本方針

表1　対象地震動と対象津波について

表 2　津波シミュレーション結果

３. 検討条件等

４. 検討結果



Wave & Beach　15

地震後に高潮低減効果が期待できる
天端高を満足していないことから、
L1津波地震後の必要天端高を満足で
きる上部工嵩上げ行うとともに、既
設ケーソン部材の耐力不足に対しケ
ーソン補強を実施することとして対
策断面を検討することとしました。

4-3 対策断面の検討
（１）現況断面の検討結果を踏まえて

の対策方針の整理
　現況断面の検討結果から、名古
屋港高潮防波堤では、L1津波、L2
津波来襲時の堤体、被覆材の安定
性は満足しているものの、L1津波

る沈下で全ての断面で必要天端高
N.P.+5.4m（T.P+3.99m）を満足しな
い結果となりました。また御前崎港
防波堤（西）については、L1津波地
震による沈下でA工区及びB工区で
必要天端高D.L.+3.1mを満足しない
結果となりました。（表5）

表 4　津波レベル別安定性照査結果

表 3　要求性能と性能規定

（
西
）　
　 

特 集 防波堤の粘り強い構造の設計
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　御前崎港防波堤（西）ではL1津波
に対して性能規定値を満足するもの
の、L2津波に対しては全ての断面
で堤体、被覆材の安定性を有して
おらず、さらにL1津波とL2津波に
は相当の差があることから、L1津波
を超える津波に対して堤体、被覆材
の安定性を有し防波堤が変形しつ
つも倒壊しない「粘り強い」構造とし
て、付加的な対策費用と効用を分析
し、目標津波レベルを設定・適切に
整備することとして対策断面を検討
することとしました。

（２）目標津波レベルの設定（御前崎
港防波堤（西））

　御前崎港防波堤（西）では、「粘り強
い」構造を検討するにあたり、想定
津波外力をL1津波高を基本に段階
的に上げていき、レベルごとに構造
上の弱点部分に施す付加的な対策
を検討し、費用対効果を分析しなが
ら目標津波レベルを設定することと
しました。
　各レベル毎の対策費を分析した

結果、L1津波の1.7倍相当を超える
と対策コストが上昇するということ
が判明したため、目標津波レベルを
「L1×1.7倍」と設定しました。（図3）

　ちなみにL1津波×1.7倍を超える
とコストが上昇する要因としては、
1.7倍を超えると滑動で所要の安全
率を確保できないため、その対策と

表 5　津波レベル別安定性照査結果

図 3　津波レベルと対策コストの関係
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（４）決定断面
　先述の対策方針、検討フローに
則り検討し決定した対策断面を以下
に示します。（図6）
　名古屋港高潮防波堤にあっては、
今回の対策を施すことで、L1津波
の越流は防ぐことができ、またL1津
波地震後に伊勢湾台風クラスの高
潮が発生した場合にあっても高潮被
害低減効果を発揮できることとな
る。またL2津波では一部越流する
部分があるものの直背後の地盤高
の高い埋立地と一体となり越流を防
止することが可能となります。（図5）
　御前崎港防波堤（西）にあっては、
L1津波を超える津波に対しても相
当程度まで防波堤の倒壊を防ぐこと

後に高潮低減効果を期待できる天
端高を確保することにあるため、嵩
上げ断面を設定し動的解析による天
端高照査を繰り返し実施し、天端高
をクリアする断面選定後、その断面
にて耐津波安定性を照査するという
手順で最適断面を設定しました。
　御前崎港防波堤（西）にあっては、
対策の主なポイントは必要天端高の
確保と被覆材の安定性確保の2点で
あり、津波レベルごとに照査用断面
を設定し、動的解析並びに各断面
での耐津波安定性照査を繰り返し
行い、最終的にコストとの関係から
目標レベルを選定し、最適断面を設
定しました。

して港内側基礎石の腹付けが必要
となることによります。
　なお、名古屋港高潮防波堤につ
いては、堤体の安定性はL2津波に
対しても満足しており、L1津波と
L2津波の津波高ならびに最大流速
の差が比較的小さいことから、場合
によってはL1津波対策をとればL2
津波に対しても有効となることが想
定できたことから、検討の過程で確
認することとして作業を進めました。

（３）対策断面検討フロー
　粘り強い対策断面の検討フローを
以下に示します。
　名古屋港高潮防波堤にあっては、
対策の主なポイントは、L1津波地震

図 4　対象施設別検討フロー（左：名古屋港高潮防波堤　右：御前崎港防波堤（西））

特 集 防波堤の粘り強い構造の設計
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　なお防波堤の粘り強い構造の設
計手法は現時点で完全に確立され
ているとは言い切れない部分もある
ことから、今後引き続き検討する予
定の管内の他の防波堤設計におい
ては、新たな知見等に注視しつつ適
切な設計を進めていくことと考えて
ます。

図 5　名古屋港高潮防波堤対策断面にＬ２津波地震が作用した場合の天端高と津波高の関係

図 6　対策断面（代表断面）（左：名古屋港高潮防波堤　右：御前崎港防波堤（西））

※図中「改良天端」とは、L1津波対策としての嵩上天端を指している。

５. 終わりに

特 集 防波堤の粘り強い構造の設計

ができ、被災後であっても一定の
港内静穏度を確保することが可能
となります。
　また、両防波堤とも堤頭部の基礎
マウンド洗掘に対する検討も併せて
行っており、到達頻度の高い津波を
超える津波に対しても粘り強く対抗
できる被覆材の補強も併せて実施
することとしています。

　今回検討した2施設は今年度末よ
り改良に着手し、平成27年度には新
たな粘り強い防波堤として地域の防
災機能の向上に寄与することとなる
予定であります。
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田
中
和
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神
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横
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国
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港
の
守
り

　本コンテストは、写真を通じて海辺や港の四季折々、津々浦々の姿を表現していただき、ともすれば港と
疎遠になりがちな方々に対してその素晴らしさを再認識していただくと共に、ウォーターフロントの景観
への意識を高めることを目的としています。
　ウォーターフロントフォトコンテストも今年で21回目となり、「海とみなと—その役割・防災・歴史・観光」と
いうテーマに対して、630点もの応募がありました。いただいた作品に対して、平成24年10月19日に厳正
なる審査を行った結果、次のとおり素晴らしい入選作品を決定させていただきました。

豊かなウォーターフロント
フォトコンテスト2012

　港湾施設、沿岸建設物の大型化に伴って、消火防水力が飛
躍的に向上しています。その模様を最適のポジションから、
この見事な写真で見せられると圧倒されます。まさに現代報
道写真、記録写真の傑作、力作として、審査関係者全員に推
薦されました。

　時のたつのは早いもの、20年前の
当フォトコンテスト初回から手伝う
一員として感無量ですが、まずは、
当コンテストを企画実現、継続して
下さった関係者の各位の熱意とご尽
力に、厚く御礼申し上げます。そし
て毎回熱心に応募していただく写真
ファンに感謝します。願わくばその
行動が、我が国の港湾・海岸行政を
支援していることの認識と今後も変
わらぬ協力・応募を続けて下さるよ
うお願いいたします。
 　過去20年は、写真界の特に写真機
材産業に歴史的変革をもたらしまし
た。従来の化学的写真術から電子写
真術へ、当然利用者に反映して、一
時期応募作品もプリントが混乱、質
も低下、至極残念な思いをしました。
　それがここ3、4年前から機材が進
歩、使用技術も上達、目を見張る美
しい仕上がりの力作が寄せられ、関
係者一同しきりに感動しています。
　一方、わが国の港湾整備、海岸防
災対策もご覧のとおり着々と進んで
います。そのため海浜レクリエーシ
ョンも観光も、20年前には想像出来
なかった活用変化を遂げています。
どうかこの飽くなき人類の向上意欲
を直視し、写真報道、写真記録され
るご尽力に期待します。では、今回
の審査結果に基づき、寸評を述べさ
せていただきます。

総　　評

海とみなと— その歴史・役割・観光
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国土交通省港湾局長賞

　どんな機械も所詮人間の作品、人間の助力
なくして機能は果たせません。この巨大な浚
渫機械も、温かく見守り介助してくれる人が
居て偉力を発揮しています。フレミングも良
く、人と海、人と機械に息吹を感じさせる傑
作です。

　題名が示すとおりの長閑な休日風
景です。しかしこの作品には、主催
者の趣旨に適った海岸防災工事の成
果が見事に記録され、審査員みなさ
んの目に止まりました。ゴルフが狙
いであれば、動きを表現してほしい
ところです。

国
土
交
通
省
港
湾
局
長
賞

佐藤芳惠
新潟県新潟市新潟港

浚渫作業—グラブと人

日本港湾協会長賞

岡　光明
福島県いわき市照島海岸

休　日
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港湾海岸防災協議会長賞
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利
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ま
す
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気
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つ
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さ
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。

白石信夫　高知県土佐清水市

港の道標
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感
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、
名
作
に
仕
立
て
ま
し
た
。

北海道開発局長賞
大江平次郎　北海道羅臼町

大量に積まれた、いか箱
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東北地方整備局長賞
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域
全
体
に
人
の
和
が
溶
け
込
ん
で
歓
声
が
聞
こ
え
ま
す
。

武田敏久　青森県八戸市八戸漁港

港のマラソン大会

　
真
新
し
い
話
題
の
東
京
ゲ
ー
ト
ブ
リ
ッ
ジ
、
早
速
多
く
の
応
募
作
を
見
せ
て
い
た
だ
き
ま
し

た
が
、
一
様
に
富
士
山
方
向
を
眺
め
た
中
で
、
こ
の
作
者
は
逆
方
向
か
ら
午
後
の
日
差
し
に
輝

く
橋
梁
に
注
目
、折
良
く
渡
り
鴨
の
群
れ
を
キ
ャ
ッ
チ
、意
表
を
つ
い
た
気
転
に
関
心
し
ま
し
た
。

関東地方整備局長賞
鹿島秀夫　東京都江東区東京港

東京湾を渡る



Wave & Beach　23

北陸地方整備局長賞

　
す
で
に
寝
静
ま
っ
た
佐
渡
の
漁
村
風
景
、
作
者
の
優
れ
た
技
術
が
近
ご
ろ
味
わ
え
な
く
な

っ
た
繊
細
微
妙
な
日
本
の
情
景
を
再
現
し
て
い
ま
す
。
自
然
に
囲
ま
れ
、
助
け
合
っ
て
暮
ら

す
日
本
の
原
風
景
を
見
る
思
い
で
す
。
す
べ
て
に
良
く
纏
ま
っ
た
秀
作
で
す
。

笠巻敏勇　新潟県佐渡市深浦港

深　浦

　
人
間
草
競
馬
と
は
、
郷
土
色
豊
か
な
古
典
競
技
で
す
。
一
番
敏
捷
な
年

代
の
か
わ
い
い
子
供
た
ち
が
真
剣
に
駆
け
出
す
姿
に
、
つ
い
頑
張
れ
と
声

が
出
そ
う
で
す
。
背
景
に
応
援
者
の
集
団
が
あ
れ
ば
と
残
念
で
す
。

中部地方整備局長賞
山﨑俊泰　静岡県牧ノ原市相良海岸

人間草競馬



斎藤孝子
広島県尾道市因島重井港

除虫菊の咲く港

近畿地方整備局長賞

　
阪
神
淡
路
大
震
災
後
の
神
戸
港
の
復
興
ぶ
り
に
は
注
目
、
敬
意
を
感

じ
て
い
ま
し
た
が
、
こ
の
見
事
な
写
真
を
見
る
と
感
激
し
ま
す
。
名
だ

た
る
神
戸
港
だ
け
に
、
多
く
の
作
品
が
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
が
、
こ
の
作

品
の
フ
レ
ー
ミ
ン
グ
の
旨
さ
で
、
ひ
と
き
わ
壮
大
に
感
じ
さ
せ
ま
す
。

橘  初雄　兵庫県神戸市神戸港

ポートターミナル

　除虫菊咲くのどかで平和な瀬戸内
の丘。昔から親しまれた日本風景で
すが、現在も維持保護されている郷
土愛にほっとしました。古くて新し
い町のすばらしい観光写真でもあり
ます。撮影時期、カメラアングルも
適切です。

中国地方整備局長賞
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四国地方整備局長賞

　
こ
の
盛
大
な
行
事
の
ク
ラ
イ
マ
ッ
ク
ス
を
良
く
捉
え
ま
し
た
。
か
っ
て

は
造
船
王
国
、
こ
う
し
た
場
面
を
よ
く
体
験
で
き
た
の
で
す
が
、
平
成
に

入
っ
て
寂
し
く
な
り
ま
し
た
。
そ
れ
だ
け
に
こ
の
一
枚
の
名
作
写
真
に
感

動
を
覚
え
ま
す
。
大
型
カ
メ
ラ
を
駆
使
し
て
の
労
作
に
拍
手
を
贈
り
ま
す
。

村上  翼　愛媛県今治市

晴の進水式

　
波
浪
の
迫
力
と
人
馬
の
逞
し
さ
、
見
る
者
を
も
引
き
込
む
感
動
作
で
す
。
競
馬
写
真
は
、
四

肢
の
動
態
キ
ャ
ッ
チ
に
苦
労
し
ま
す
が
、
こ
の
作
品
は
、
フ
レ
ミ
ン
グ
、
タ
イ
ミ
ン
グ
に
成
功

し
て
い
ま
す
。
こ
れ
か
ら
も
、
人
と
海
の
つ
な
が
り
を
写
真
に
し
て
く
だ
さ
い
。

九州地方整備局長賞
戸曽美成　鹿児島県いちき串木野市照島海岸

浜競馬
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おおき  ゆうこう
沖縄県うるま市

海の道

　沖縄は何と言っても、珊瑚礁の海
のトーンと澄んだ海の色、素朴な人
情に魅かれます。今年も期待したの
ですが、低調でした。時代の流れで
しょうか。この作品は貴重な存在で
すが、もう少し船が近くにきてから
撮ってほしかったです。

沖縄総合事務局長賞

　当フォトコンテストには、
応募規定のように、まず地区
予選があります。わが国を取
り巻く長く広い海岸地域を、
国土交通省は10区域に分けて
管轄しています。そのためか
応募数に多寡を生じ、多い地
域は激戦となります。折角の
力作も落とさなければならな
い苦汁を選者は味わいます。
　しかし、それぞれの地域に
は、見落とせない貴重な特色
がありますので、頑張って全
地域に注目、写真記録してい
ただくよう希望します。

渡
辺
一
夫　
北
海
道
留
萌
市
黄
金
岬

初
冬
の
日
本
海

早
野
由
香

神
奈
川
県
茅
ヶ
崎
市
西
浜
海
岸

富
士
山
を
め
が
け
て

優 秀 賞 に 寄 せ て

大
鹿
静
彦　
北
海
道
斜
里
町

流
氷
の
漁
港

尾
形
則
雄　
青
森
県
青
森
市
青
森
港

青
森
ベ
イ
ブ
リ
ッ
ジ
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北
川  

清　

神
奈
川
県
横
浜
市
横
浜
港

積
荷
作
業
中

坪
田
敏
夫　

神
奈
川
県
横
浜
市
横
浜
港

ふ
頭

能
登
正
俊

東
京
都
江
東
区
お
台
場
海
浜
公
園

デ
ッ
ド
ヒ
ー
ト

石
毛
一
徳　

千
葉
県
鴨
川
市

海
女
小
屋

浜
中
義
孝

東
京
都
江
東
区
東
京
港
青
海
埠
頭

夜
の
青
海
流
通
セ
ン
タ
ー

神
田  

昭　

神
奈
川
県
横
浜
市
横
浜
港　

港
の
イ
ベ
ン
ト

小
髙
紘
佑　

神
奈
川
県
真
鶴
町　

小
早
船
進
水
式

優　秀　賞 水
島
脩
行
　
千
葉
県
一
宮
町
東
浪
見
海
岸
　
疾
　
走

吉田  宏　神奈川県横浜市横浜港

みなとみらい pm6:00 〜 am6:00
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上
西
裕
子

神
奈
川
県
横
浜
市
横
浜
港

飛
鳥
II
寄
港

五
十
嵐
正
範

福
井
県
若
狭
町
神
子
港

山
桜
咲
く
頃

山
梨  
勲

静
岡
県
清
水
市
清
水
港

出
港

鈴
木
康
之

静
岡
県
浜
松
市
浜
名
湖

水
温
む
こ
ろ

富
田
栄
人　

富
山
県
射
水
市
海
王
丸
パ
ー
ク

蜃
気
楼
的
幻
夜 

〜
ミ
ラ
ー
ジ
ュ
な
夜
〜

富
士
岡
高
士

静
岡
県
御
前
崎
市
御
前
崎
海
岸

だ
っ
く
ら
祭
り

小
形
俊
幸　

新
潟
県
新
潟
市
新
潟
東
港

雨
の
コ
ン
テ
ナ
ス
ト
ッ
ク

山
﨑  

泰　

静
岡
県
清
水
市

日
本
晴
れ

青
木
忠
平　

静
岡
県
焼
津
市
大
井
川
港

ト
ラ
イ
ア
ス
ロ
ン
・
遠
泳

玉
置
良
宗　

愛
知
県
南
知
多
町
篠
島
港

大
漁
旗
船
団
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川
﨑
信
義

長
崎
県
長
崎
市
長
崎
港

み
な
と
長
崎

仲
野
哲
雄
　

大
分
県
津
久
見
市
高
浜
海
岸

八
月
の
虹

三
田
輝
樹

和
歌
山
県
白
浜
町
日
置
海
岸

大
波
襲
来

鈴
木
賢
治　

兵
庫
県
神
戸
市
神
戸
港

港
を
守
る

浅
野
三
雄

京
都
府
伊
根
町

舟
屋
暮
色

末
谷  

彰

山
口
県
周
南
市
粭
島

海
上
渡
御

仲
川
幸
延

愛
媛
県
宇
和
島
市

海
の
う
た
げ

石
川
賢
一

高
知
県
室
戸
岬
町
室
戸
阿
南
海
岸

豊
漁
を
紡
い
で

山
台
雄
三　

愛
媛
県
今
治
市
大
島

霧
の
海
峡

優　秀　賞

島
原
武
義　

広
島
県
呉
市

小
　
道



30

優秀賞
大鹿静彦（北海道斜里町）
渡辺一夫（北海道留萌市黄金岬）
尾形則雄（青森県青森市青森港）
早野由香（神奈川県茅ヶ崎市西浜海岸）
吉田　宏（神奈川県横浜市横浜港）
坪田敏夫（神奈川県横浜市横浜港）
北川　清（神奈川県横浜市横浜港南本牧埠頭）
小髙紘佑（神奈川県真鶴町）
水島脩行（千葉県一宮町東浪見海岸）
神田　昭（神奈川県横浜市横浜港）
能登正俊（東京都江東区お台場海浜公園）
石毛一徳（千葉県鴨川市）
浜中義孝（東京都江東区東京港青海埠頭）
上西裕子（神奈川県横浜市横浜港）
小形俊幸（新潟県新潟市新潟東港）

富田栄人（富山県射水市海王丸パーク）
五十嵐正範（福井県若狭町神子港）
玉置良宗（愛知県南知多町）
山梨　勲（静岡県清水市清水港）
山﨑　泰（静岡県清水市）

富士岡高士（静岡県御前崎市御前崎海岸）
鈴木康之（静岡県浜松市浜名湖）
青木忠平（静岡県焼津市大井川港）
三田輝樹（和歌山県白浜町日置海岸）
鈴木賢治（兵庫県神戸市神戸港）
浅野三雄（京都府伊根町）
浅見崇司（兵庫県神戸市神戸港）
末谷　彰（山口県周南市粭島）
島原武義（広島県呉市）
仲川幸延（愛媛県宇和島市）
難波江成明（愛媛県今治市）
石川賢一（高知県室戸岬町室戸阿南海岸）
山台雄三（愛媛県今治市大島）
川﨑信義（長崎県長崎市長崎港）
杉江美知隆（福岡県福岡市博多港）
仲野哲雄（大分県津久見市高浜海岸）
野口泰治（福岡県北九州市岩屋）
鹿島和生（佐賀県唐津市小反海岸）
長堂　哲（沖縄県沖縄市中城湾港）
山中健次（沖縄県今帰仁村運天港）

国土交通大臣賞
田中和夫（神奈川県横浜市横浜港）
国土交通省港湾局長賞
佐藤芳惠（新潟県新潟市新潟港）
日本港湾協会長賞
岡　光明（福島県いわき市照島海岸）
港湾海岸防災協議会長賞
白石信夫（高知県土佐清水市）
北海道開発局長賞
大江平次郎（北海道羅臼町）
東北地方整備局長賞
武田敏久（青森県八戸市八戸漁港）
関東地方整備局長賞
鹿島秀夫（東京都江東区東京港）
北陸地方整備局長賞
笠巻敏勇（新潟県佐渡市深浦港）
中部地方整備局長賞
山﨑俊泰（静岡県牧ノ原市相良海岸）
近畿地方整備局長賞
橘　初雄（兵庫県神戸市神戸港）
中国地方整備局長賞
斎藤孝子（広島県尾道市因島重井港）
四国地方整備局長賞
村上　翼（愛媛県今治市）
九州地方整備局長賞
戸曽美成（鹿児島県いちき串木野市照島海岸）
沖縄総合事務局長賞
おおき ゆうこう（沖縄県うるま市）

主催
（社）日本港湾協会
港湾海岸防災協議会
後援
国土交通省
協賛

（一社）日本外航客船協会
（社）日本旅客船協会
（一社）日本マリーナ・ビーチ協会
（社）ウォーターフロント開発協会
（一財）みなと総合研究財団
（財）港湾空港建設技術サービスセンター
富士フイルムイメージングシステムズ（株）

審査員（順不同・敬称略）
齋藤　潮〈東京工業大学教授〉
廻　洋子〈淑徳大学教授〉
富岡畦草〈写真家〉
松野正雄〈写真家〉
茶谷　茂〈写真家〉
丸山隆英〈国土交通省港湾局海岸・防災課長〉
池上正春〈国土交通省港湾局海洋・環境課長〉
鬼頭平三〈（社）日本港湾協会理事長〉

野
口
泰
治　

福
岡
県
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堂  
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沖
縄
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縄
市
中
城
湾
港

海
難
救
助

難
波
江
成
明　

愛
媛
県
今
治
市

夜
の
海
峡

浅
見
崇
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兵
庫
県
神
戸
市
神
戸
港

二
人
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山
中
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沖
縄
県
今
帰
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村
運
天
港

ホ
リ
デ
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生
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県
唐
津
市
小
反
海
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海
を
渡
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江
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隆　

福
岡
県
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岡
市
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港

マ
リ
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ン
ウ
ェ
デ
ィ
ン
グ

優秀賞
大鹿静彦（北海道斜里町）
渡辺一夫（北海道留萌市黄金岬）
尾形則雄（青森県青森市青森港）
早野由香（神奈川県茅ヶ崎市西浜海岸）
吉田　宏（神奈川県横浜市横浜港）
坪田敏夫（神奈川県横浜市横浜港）
北川　清（神奈川県横浜市横浜港南本牧埠頭）
小髙紘佑（神奈川県真鶴町）
水島脩行（千葉県一宮町東浪見海岸）
神田　昭（神奈川県横浜市横浜港）
能登正俊（東京都江東区お台場海浜公園）
石毛一徳（千葉県鴨川市）
浜中義孝（東京都江東区東京港青海埠頭）
上西裕子（神奈川県横浜市横浜港）
小形俊幸（新潟県新潟市新潟東港）

富田栄人（富山県射水市海王丸パーク）
五十嵐正範（福井県若狭町神子港）
玉置良宗（愛知県南知多町）
山梨　勲（静岡県清水市清水港）
山﨑　泰（静岡県清水市）

富士岡高士（静岡県御前崎市御前崎海岸）
鈴木康之（静岡県浜松市浜名湖）
青木忠平（静岡県焼津市大井川港）
三田輝樹（和歌山県白浜町日置海岸）
鈴木賢治（兵庫県神戸市神戸港）
浅野三雄（京都府伊根町）
浅見崇司（兵庫県神戸市神戸港）
末谷　彰（山口県周南市粭島）
島原武義（広島県呉市）
仲川幸延（愛媛県宇和島市）
難波江成明（愛媛県今治市）
石川賢一（高知県室戸岬町室戸阿南海岸）
山台雄三（愛媛県今治市大島）
川﨑信義（長崎県長崎市長崎港）
杉江美知隆（福岡県福岡市博多港）
仲野哲雄（大分県津久見市高浜海岸）
野口泰治（福岡県北九州市岩屋）
鹿島和生（佐賀県唐津市小反海岸）
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水底から静水面までの水深で置き
換えて線形化した方程式が用いら
れることも多い。特に逆問題を扱う
際には、非線形項があると計算コス
トが大幅に増大するとともに、解の
大域的な最適性が保証されないこと
から、線形方程式が採用される5、6）。
また、線形性を担保するため、陸境
界では完全反射が仮定される。この
場合には、非線形項等の影響が少
ない水深の深い地点の観測値で、
浅海域を経由した波や陸上遡上の
影響を受けない第1波に限定して利
用するなどの工夫が必要である。ま
た、津波が長い距離を伝播し、分
散性が顕著となる場合には、式（2）、
（3）に分散項を追加した式が用いら
れる7-9）。また、比較的広い領域を対
象とする場合には、地球表面の曲率
の影響を考慮するため、式（1）〜（3）
を球面座標系に拡張した式が用い
られ、コリオリ力を表す項が運動方
程式追加される4）。

　線形方程式を用いる場合には、
解の重ね合わせが成り立ち、これを
利用して逆問題を解くことができる
1、2）。求める波源の時空間分布が適
当な基底関数の線形和で表されるも
のとする。ここでデータは全て離散
的に扱うものとすると、波源の時空
間分布を示すベクトルsは次のよう
に表すことができる。

沖合観測情報に基づく津波波源の
逆推定について

　津波の初期水位分布、すなわち
津波波源を求めることは、津波生成
の現象理解という学術的な側面の
みならず、精度の高い津波伝播の
予測を通じ、防災・減災対策への活
用が期待される重要な研究課題で
ある。ここでは、一般的な津波波源
逆推定手法の概要を述べるととも
に、具体例として2011年東北地方太
平洋沖地震津波の解析結果を紹介
する。
　津波波源は、波源域に十分な解
像度で観測機器が設置されていれ
ば直接的に時空間変動が観測でき
るが、一般にはそのような観測体制
は確立されていない。そこで波源域
の内部、あるいはその周辺に設置さ
れた少数の観測点で得られた水位
等の時系列データに基づき、観測点
以外の地点の時空間変動を推定す
る必要がある。これを実現するのが
これからご紹介する津波の観測波
形に基づく波源逆推定手法である。

　津波の伝播過程は、流体運動の
物理過程を表現する適当な微分方
程式と地形や初期水位分布などの
境界条件が与えられれば、数値的
に時間積分することにより、ある地
点の水位の時系列変化を求めること
ができる。このように初期条件から

水位変化等の観測量を求める問題
は順問題と呼ばれる。一方、観測
量から初期条件を推定する問題
は 逆問題と呼ばれ、津波波源の
推定はこの逆問題を解くことに相当
する。
　波源の逆解析には、観測量とし
て波浪計や海底水圧計による水位
の時系列データが用いられる1、2）。
また、津波の伝播過程は以下の鉛
直積分型の連続式と運動方程式か
らなる長波理論によって表されるの
が一般的である3、4）。

　ここに、ηは静水面からの水位変
化量、Dは水底から水面までの全水
深、gは重力加速度、ηはManning
の粗度係数、M、Nはx方向およびy
方向の全流量フラックスである。水
深50m以深では非線形項（式（2）、（3）
の第2、3項）や海底摩擦項（式（2）、（3）
の第5項）の影響が小さくなるため、
これらの項を無視するとともに、重
力項（式（2）、（3）の第4項）の全水深を

1 はじめに

港湾空港技術研究所　アジア・太平洋沿岸防災研究センター

高川　智博

2 津波伝播計算

（1）

（2）

（3）

3 津波波源の逆推定手法

＊　〒 239-0826　神奈川県横須賀市長瀬 3-1-1　† E-mail: takagawa-t@pari.go.jp
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　ここで、 Bは基底関数を離散化し
て得られる複数の列ベクトルを並べ
た行列であり、 xは各基底関数の重
み係数からなるベクトルである。
　基底関数としては、2次元正規分
布（図1）や平坦な頂部をもつピラ
ミッド型などが用いられているほ
か、断層モデルに基づくものもがあ
る。断層モデルに基づくものは、断
層面を小領域に分割し、断層の単
位量すべりによって生じる海面変動
を津波波源推定の基底関数として
用いる方法である（図1）。断層運動
による海面変動は、断層運動が半無
限弾性体中で生じたという仮定のも
と、有限矩形断層震源による海底面
の変位を計算し10、11）、海底面の変
位を海水面の変位に変換12、13）する
ことで求めることができる。

4  逆推定における誤差要因
　 と予測誤差の最小化

　次に、ある波源が与えられた場合
に、それを観測データに変換する関
数を　とすると、実際の観測データ 
dは次のように表すことができる。

 ここでeは誤差を表すベクトル
である。線形性の仮定から　　
　　　　　　　 が成り立つこと、
さらに      が基底関数で表される
基底波源を初期条件として津波伝
播計算に入力した場合の観測波形
を列ベクトルにもつ行列Gで表され
ることを用いると

 				     
　Gは津波伝播計算で求めることが
できるため、観測データdが得られ
れば、最小二乗法により誤差eのL2
ノルムを最小化することでxの推定
値　が得られ、式（4）から求める波
源分布の推定値   が得られる。

　実際の現象を対象に逆解析を行
う場合には様々な誤差により、波源
の推定結果が歪められる。Titov14）

は津波波源逆解析における誤差要
因を、以下の3種類にまとめている。
　観測誤差 ： 観測装置の測定誤差
や、観測波形から津波成分を抽出
する際に行う潮位補正や風波成分
の除去等に伴う誤差などを指し、上
記の観測値dに含まれる誤差である。
　モデル近似誤差 ： 長波近似や、
線形化等に伴う誤差など。すべて
の物理モデルは実現象の近似に過
ぎず、この近似に含まれる誤差全体
を指し、上記の関数  に関係する誤
差である。
　モデル入力誤差 ： 基底波源の分

布が不十分な場合や、観測点が少
ない、あるいは観測点の配置が偏っ
ているなどの原因により観測情報が
不十分である場合に発生する誤差
や地形データや計算格子の設定に
伴う離散化誤差を指し、上記Bや
   に関係する誤差である。
　逆解析では、これらの誤差含む
問題を最適化するため、波源を反
映したシグナルのみならず、波源と
は無関係のノイズにも最適化された
解が導かれてしまう問題がある。こ
れは過適合と呼ばれる。過適合を
回避するために、初期波形が時空
間的に滑らかであるというような解
に対する拘束条件が与えられる5、

15）。ここで、高川・富田16）を参考に
すると、波源逆推定問題は以下式
で示される条件のもとe Teを最小化
することに帰着される。

 			 
　ここでDs、DTはそれぞれ空間と
時間の2階微分作用素を表し、  と 
は拘束条件をどの程度強く課すかを
決めるパラメーターである。これら
は推定パラメーター  や  全体に影
響を与えるパラメーターであること
から、ハイパーパラメーターと呼ば
れる。
　通常ハイパーパラメーター  や　 
が小さいほどe Teが小さくなり、よ
り観測波形に近い推定波形が得ら
れるが、小さすぎると過適合となり、
逆推定に用いたデータへの適合性
は良いものの、逆推定に用いていな
いデータへの適合性が低い、すなわ
ち、予測精度の低い波源を導く結果
となる。このようなことから、予測
精度の観点からハイパーパラメー
ターを最適化する方法が提案され
ている。代表的なものが交差検定に

図 1 波源推定手法に用いる基底関数の概
念図。実際は空間方向に 2 次元的な
分布を持つとともに時間方向の分布
をもつ形で利用されるが，ここでは
単純化して空間 1 次元分布の形で示
している。

（a）多数の正規分布の線形和で波源を再現
する場合の基底関数のイメージ

（b）多数の断層変形による水面変位で波源
を再現する場合の基底関数のイメージ。
各番号は（c）の断層面の小区間に対応
し，各基底関数は小区間の断層運動に
伴う水面変位として求められる。

（c）小区間に分割された断層モデルの断面図

（4）

（5）

（6）

（7）
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計や岩手県沖のGPS波浪計などで
は、はじめに、緩やかな引き波が観
測され、その後半周期20分程度の
長周期の押し波波形に半周期3分程
度の短周期の押し波波形が重畳し
た特徴的な第1波波形が捉えられ
た。一方、宮城県沖のGPS波浪計の
観測波形では、南に設置されている
ものほど短周期の押し波波形が不
明瞭になる傾向が認められる。

5.2　波源推定結果
　GPS波浪計等の観測得られた津
波波形を用いて津波波源を逆推定
した結果を図3に示す。また、図2
には得られた初期条件から推定され
た予測波形を観測波形と合わせて
示した。ここで示す高川・富田16）の
結果は、断層の破壊伝播にともなう
波源の時発展を推定したものであ
る。手法の詳細は文献に譲るが、基
本的には式（7）に基づき、予測精度
がもっとも高くなるハイパーパラ
メーターに基づき推定した結果であ
る。図3から、断層の破壊伝播にし
たがって波源域が広がり、震央の西
側東側の海溝軸付近に海溝軸に
沿って峰状の隆起域が形成され、
震央の西側に沈降域が形成される

方太平洋沖地震
津波は、東日本
の太平洋沿岸に
甚大な被害を及
ぼした。この津
波は、GPS 波浪
計や海底津波計
等により、波源
近傍の詳細な沖
合波形が捉えら
れた世界でも初
めての例であり、
津波の発生過程
を知る上で非常
に貴重なデータ

が得られた事例といえる。
　津波を発生させた地震は、宮城
県沖で発生し、震源位置は北緯 38
度 6.2 分、東経 142 度 51.6 分、深
さ 24km、モーメントマグニチュー
ド 9.0 17）と大規模なものであった。
この地震は日本海溝沿いで北米プ
レートと、その下に沈み込む太平
洋プレートの境界で生じた逆断層
運動によるものである。地震波の
解析から、プレート境界に沿う長さ
450km、幅 200km の広い領域で、
およそ 160 秒間に渡って断層の破
壊が進展し、最大で 50m 程度の境
界面にすべりが生じ、
すべり量の分布が時間
的にも空間的にも不均
一で、複雑な断層破
壊過程が推定されて
いる 17）。
　観測で得られた津波
波形を図2に示す。東
北地方太平洋沿岸の水
深200m程度の沖合に
設置されたGPS波浪計
において、5m以上の津
波高が観測された。ま
た、釜石沖の海底津波

より予測精度を評価するものであ
る。交差検定は、得られた観測デー
タセットを訓練データと検証データ
に分離し、訓練データから推定した
波形データと検証用の波形データを
比較することによりその予測精度を
評価し、さらに、訓練データと検証
データの分け方を様々に組み替えて
それらの予測精度の平均的な振る
舞いを調べることにより、訓練デー
タと検証データの分け方が予測精度
の評価結果に与える影響を低減す
るものである。また、時間的な予測
精度を直接的に用いる方法もある。
それはある時点までに得られたデー
タを訓練データとし、その時点より
後に得られたデータを検証データと
する方法である。

5.1　2011年東北地方太平洋沖地震
　　と津波観測波形
　ここでは 2011 年東北地方太平洋
沖地震津波の観測データに波源逆
推定手法を適用した例として著者ら
が行った研究 16）を紹介する（図 2）。
2011 年 3 月 11 日に発生した東北地

5  実現象への適用

図 2 （左図）2011 年東北地方太平洋沖地震の震央（星印）と解
析に利用した観測点。

　 　（右図）観測津波波形（灰太線）と波源推定結果に基づく
予測波形（黒細線）。図中の三角印は波源逆解析に利用
した第一波の終端を、観測記録が途切れた TM1、TM2、
HCN、KUJ、SND についてはデータの終端を示し、これ
より後続の波形が予測波形である。高川・富田 16）を一

部改変。

図 3　推定された波源の時間発展。（a–e）35 秒毎の変動量
のスナップショット。

        （f、g）時間経過にともなう累積変動量変化の
　　　断面図 16）。
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かと思う。ここで紹介した手法で得
られた津波の初期状態に関する情
報は、津波の予測にも活用が可能で、
実際に観測データに基づくリアルタ
イム津波予測に関する研究が盛んに
行われている。筆者もそのような研
究に取り組むものの一人であるが、
この小論がこうした逆推定問題、そ
れを生かした現象解明、あるいは予
測への応用など、関連する話題に興
味を持つきっかけとなっていただけ
れば著者として幸いである。

謝辞 ： 本小論で示した波源推定の具体例
においては、国土交通省港湾局・東京大学
地震研究所・防災科学技術研究所からご提
供いただいた津波観測記録を利用させて
いただきました。ここに記して、深甚なる
謝意を表します。

様子がわかる。（f）に示した海溝軸と
直交方向の断面図にも同様の傾向
がみてとれる。また海溝軸に沿う方
向の断面図（g）では震央よりもやや
北側に約7mのピークが形成された
ことと、時間経過とともに南北に隆
起域が拡大し、特に北側で隆起域
が広く、隆起量も大きく推定されて
いる。この隆起域が北側に張り出し
た部分は1896年の明治三陸地震の
震源と一致し、この領域は比較的柔
らかい堆積層が厚く分布することか
ら地震波に対して比較的大きな津波
を引き起こす津波地震の発生域とし
て 注目され て い た 地 点 で あり、
Satake et al18）は、明治三陸地震津
波と同じ津波地震が励起されていた
可能性を指摘している。
　地震による地殻変動や津波の励
起メカニズムにはまだまだ未解明の
部分が多いが、少なくとも水面観測
データに基づく波源推定結果からわ
かることは、南北に非対称な隆起域
の発達過程、特に大きな隆起域が
北側に向かって発達したことであ
る。これが、東北地方沿岸部の観
測波形で特に岩手以北のものに顕
著な短周期成分が認められる原因
のひとつと考えられる。さらに、こ
の地域は波源の峰と直交方向に位
置することに加え、波源が近づく方
向に発達したため、短周期成分が
卓越したと考えられる。

　ここでは、津波の観測波形から津
波の初期状態を推定する手法の概
要を述べると共に、実現象への適用
例を示すことで、推定手法が津波の
発生特性を明らかにし、津波の生成
メカニズムに関する重要な知見を与
えてくれることをご理解いただけた
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想定し、継続すべき優先業務を抽
出し、優先業務を継続するために必
要な参集要員の指定、適切な要員
配置を行うための発災時の行動、安
否確認の方法等、地震発生時に職
員がとるべき行動について示したも
のです。
　今回の徒歩参集訓練は、国土交
通省から12㎞以内（徒歩3時間を想
定）に居住する職員を対象に、港湾
局15名を含む対象職員が訓練を行
いました。通勤距離が20㎞以内の職
員については、地図上に図示するこ
とで参集経路を確認する机上訓練
を実施しました。
　また、8月31日（金）には、安否確
認訓練を実施しました。安否確認は、
近年の地震の事例から、電話は地
震時には不通になることが多いほ
か、仮に通じていたとしても、一人
ずつ順番に電話をすると、どうして
も時間を要してしまうという欠点が
明らかになっています。これに対し、
携帯メールなどのパケット通信は、
地震などの災害時であっても比較的
繋がりやすく、各職員が同時に作業
を行うことが可能となります。そこ
で携帯メールによる安否確認の実施
に向け、国土交通省ではサーバーに
専用アドレスを設けており、今回の
訓練ではこれがきちんと機能するこ
とを確認するために、当日、連絡可
能な全職員を対象としてメールによ
る伝達訓練が実施されました。

国土交通省防災訓練

　毎年、9月1日の防災の日の前後を
防災週間（8月30日〜9月5日）として、
全国各地で防災訓練が行われてい
ます。防災の日の由来はご存じの方
も多いかと思いますが、1923年に多
大な被害をもたらした関東大震災が
発生した日です。国土交通省でも毎
年防災訓練を行っておりますが、本
稿では今年度行った「国土交通省緊
急災害対策本部の運営訓練」、「国土
交通本省職員の徒歩参集及び安否
確認訓練」の2つ訓練について紹介
します。

　今年度の地震防災訓練は、首都
直下地震（午前7時に発生）を想定
し、8月31日（金）に行われました。
　首都直下地震は東京湾北部を震
源とし、マグニチュード7.3、最大震
度6強の地震と想定されており、今
後30年以内に発生する確率は70%と
され、近い将来に発生する可能性
が非常に高いと言われている地震の
1つです。中央防災会議「首都直下
地震対策専門調査会」による被害想
定は、死者約1.1万人、負傷者約21
万人（うち重傷者約3.7万人）、帰宅
困難者約650万人、建物全壊約85万
棟（うち火災消失約65万棟）と想定さ
れています。

　当日の朝、発災から1時間後に開
催された緊急災害対策本部会議で
は、奥田前国土交通副大臣が本部
長を代行し、国土交通省幹部が参
集して行われ、各局から対応状況
について報告が行われました。次に
発災から6時間後を想定して開催さ
れた緊急災害対策本部会議では、
羽田前国土交通大臣が本部長とな
り、その席上、大臣は各局からの対
応状況と今後の対応方針の報告を
受けた後、緊急輸送路の確保、被
災状況の把握、迅速な応急対応等
について指示をされました。今回の
運営訓練で港湾局からは、各港の
被災状況及び川崎港東扇島地区の
基幹的広域防災拠点の運用・緊急物
資の受入れ体制等報告しました。ま
た訓練を通して、首都圏の大震災と
いう状況において、災害対策要員の
一刻も早い参集の重要性が確認さ
れました。

　平成19年6月、国土交通省では首
都直下地震（東京湾北部地震M7.3）
を想定した業務継続計画（以下、国
交省BCP）を策定しましたが、その
初動対応の基本となる参集訓練も8
月23日から29日にかけて行われまし
た。
　国交省BCPとは、首都直下地震
が勤務時間内外で発生することを

To p i c sTo p i c s

国土交通省　港湾局　海岸・防災課　災害対策室

はじめに

1. 国土交通省緊急災害対策
　 本部の運営訓練

2. 国土交通本省職員の徒歩
　 参集及び安否確認訓練
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　今年度も訓練を実施することで、
実際に徒歩参集訓練を実施した職
員からは、「実際に参集経路を確認で
き、非常に良い経験になった。」、「大
震災発災後は、人、車両の混乱、
建物の崩壊が想像されるため、普
段使用している通勤ルートの他に迂
回ルートの想定も必要であると感じ
た。」などの感想、意見が上がるなど
防災意識の向上を図ることができま
した。今後も訓練を行うことで、災
害発生時においても迅速に業務継
続体制が確立できるよう努めて参り
たいと思います。

To p i c sTo p i c s

おわりに

川崎港（東扇島地区）　基幹的広域防災拠点

緊急災害対策本部運営訓練状況
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